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2021 年 6 月 16 日 

新型コロナワクチン 

～子どもならびに子どもに接する成人への接種に対する考え方～ 

 

公益社団法人日本小児科学会予防接種・感染症対策委員会 

 

以下は現時点での情報に基づくもので、引き続き新型コロナワクチンに関する情報を収集して解析を行い、

内容を変更することがあります。 

 

要旨 

・子どもを新型コロナウイルス感染から守るためには、周囲の成人（子どもに関わる業務従

事者等）への新型コロナワクチン（以下、ワクチン）接種が重要です。 

・重篤な基礎疾患のある子どもへのワクチン接種により、新型コロナウイルス感染症（以下、

COVID-19）の重症化を防ぐことが期待されます。 

・健康な子どもへのワクチン接種には、メリット（感染拡大予防等）とデメリット（副反応

等）を本人と養育者が十分理解し、接種前・中・後にきめ細やかな対応が必要です。 

 

はじめに 

国外での小児(12～15 歳)を対象とした接種経験等 1）をもとに、わが国でも 2021 年 5 月

31 日に 12 歳以上の小児へのワクチン接種が承認され、同年 6 月 1 日から適用 2）となりま

した注）１。 

国内では小児に対するワクチン接種後の副反応に関する情報はありません。一方で、国内

の医療関係者約 2万人へのワクチン接種後の重点的調査（コホート調査）から、接種部位の

疼痛等の出現頻度が高く、若年者の方が高齢者より接種後に発熱、全身倦怠感、頭痛等の全

身反応を認める割合が高いことが明らかになっています 3）。 

注）1：2021 年 6 月 1 日現在、12 歳以上の小児への接種が承認されているワクチンはファイザー社製の

みで、12 歳未満の子どもに接種可能なワクチンはありません。武田/モデルナ社製ワクチンの接種

年齢は 18 歳以上です。 
 

そこで、子どもならびに子どもに接する成人へのワクチン接種に対する考え方を示します。 

 

１．子どもに関わる業務従事者等へのワクチン接種が重要であると考えます 

子どもへの感染源の多くは周りにいる成人であることから 4）、子どもを感染から守るため

には、周囲の成人が免疫を獲得することが重要と考えます。16 歳以上の約 4 万人を対象と

した国外の研究では、2 回接種後のワクチン効果は 95％（95% 信頼区間、90.3～97.6）で 

注）2、発症を予防する高い効果が報告されました５）。また、英国の研究結果から無症候性の

感染を防ぐことも明らかになっています 6）ので、ワクチン接種により周りの成人から子ど

もへの感染が予防できる可能性が期待されます。 
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特に、重症化が懸念される医療的ケア児等に関わる業務従事者等 注）3、重篤な基礎疾患の

ある子どもに関わる業務従事者等 注）4および健康な子どもに関わる業務従事者等 注）5は、

職種・勤務形態を問わずワクチンを接種することが重要と考えます。 

注）2：ワクチンを 2 回接種すると 95％の人が発症しないという数字ではありません。ワクチン 2 回接種

後に発症した人が約 2 万人のうち 8 人、プラセボ（生理食塩水）接種後に発症した人が約 2 万人

のうち 162 人という数字から計算されたものです。 

注）3：障害児入所施設（医療型を含む）、児童発達支援センター（医療型含む）、児童発達支援、居宅訪

問型児童発達支援、障害児相談支援、放課後等デイサービス、保育所等訪問支援、特別支援学校放

課後等支援事業などの事業を実施している施設・団体の職員、在宅ケアを行なっている家族（12

歳以上） 

注）4：院内学級関係職員、医療機関におけるボランティア等 

注）5：保育所（認可・認可外をとわず）、幼稚園、認定こども園、小・中学校、特別支援学校（高等部を

含む）、留守家庭子ども会、学習塾、児童相談所一時保護所等の職員 

 

２．子どもへのワクチン接種の考え方  

１） 重篤な基礎疾患のある子どもへの接種 

国外では、神経疾患、慢性呼吸器疾患および免疫不全症を有する子どもの新型コロナウイ

ルス感染例において、COVID-19 の重症化が報告されています 7）。国内においても接種対

象年齢となる基礎疾患 8）のある子どもの重症化が危惧されますので、ワクチン接種がそれ

を防ぐことが期待されます。 

しかし、高齢者と比べて思春期の子ども達、若年成人では接種部位の疼痛出現頻度は約

90％と高く 1),3)、接種後、特に 2 回目接種後に発熱、全身倦怠感、頭痛等の全身反応が起こ

る頻度も高いことが示されています（例：37.5℃以上の発熱は 20 代で約 50％、50 代で約

30％、70 代で約 10％）3）。以上のことから、ワクチン接種を検討する際には本人および養

育者に十分な接種前の説明と接種後の健康観察が必要であると考えます。 

基礎疾患を有する子どもへのワクチン接種については、本人の健康状況をよく把握して

いる主治医と養育者との間で、接種後の体調管理等を事前に相談することが望ましいと考

えます。 
 

２） 健康な子どもへの接種 

12歳以上の健康な子どもへのワクチン接種は意義があると考えています。COVID-19予

防対策の影響で子どもたちの生活は様々な制限を受け、子どもたちの心身の健康に大きな

影響を与え続けています。小児 COVID-19 患者の多くは軽症ですが 4）、まれながら重症化

することがありますし 7)、同居する高齢者の方がいる場合には感染を広げる可能性もありま

す。なお、子どもがワクチン接種をした場合、その後のマスク着用などの感染予防策の解除

については、今後の流行状況などを踏まえて慎重に考える必要があります。 

子どもへのワクチン接種は、先行する成人への接種状況を踏まえて慎重に実施されるこ

とが望ましく、また、接種にあたってはメリットとデメリットを本人と養育者が十分に理解

していること、接種前・中・後におけるきめ細かな対応を行うことが前提であり、できれば

個別接種が望ましいと考えます。やむを得ず集団接種を実施する際には、本人と養育者に対
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する個別の説明をしっかり行う配慮が望まれます。ワクチン接種を希望しない子どもと養

育者に対しては、特別扱いされないような十分な配慮が必要と考えます。 

小児 COVID-19 が比較的軽症である一方で、国外での小児を対象とした接種経験等では、

ワクチン接種後の発熱や接種部位の疼痛等の副反応出現頻度が比較的高いことが報告され

ています 1）。十分な接種前の説明がないまま副反応が発生することがないようにすることが

重要です。 

最近イスラエルや米国などから、若年男性におけるワクチン接種後の心筋炎の発症が報

告されています 9, 10)。ワクチンとの因果関係やその臨床像・重症度についても、まだ十分な

情報は得られていませんが、学会として今後も情報を収集し発出していきます。当委員会で

は、小児の COVID-19 に関する論文を抄訳して学会ホームページ上で発表 11）しています。

今後も新たな情報をもとに更新していきます。 
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事 務 連 絡 

令和３年６月２２日 

 

 

各都道府県・指定都市教育委員会総務課・学校保健担当課 

各 都 道 府 県 教 育 委 員 会 専 修 学 校 主 管 課 

各 都 道 府 県 私 立 学 校 主 管 部 課 

附属学校を置く各国公立大学法人附属学校事務主管課 

各 文 部 科 学 大 臣 所 轄 学 校 法 人 担 当 課 

構 造 改 革 特 別 区 域 法 第 1 2 条 第 １ 項 の 認 定 を 

受 け た 各 地 方 公 共 団 体 の 学 校 設 置 会 社 担 当 課 

各都道府県・市町村・特別区衛生主管部（局） 

御中 

 

 

 

文部科学省初等中等教育局健康教育・食育課 

厚 生 労 働 省 健 康 局 健 康 課 予 防 接 種 室 

 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る予防接種を生徒に対して集団で 

実施することについての考え方及び留意点等について 

 

 

 

 生徒に対する新型コロナワクチンの接種について、学校を会場とし、当該学校に所属す

る生徒に接種を行う形態の集団接種（以下、「学校集団接種」という。）により、実施する

ことについての考え方及び留意点等について、以下のとおり、取りまとめたのでお知らせ

いたします。 

 なお、本事務連絡は、中学校、義務教育学校後期課程、高等学校、中等教育学校、特別

支援学校の中等部及び高等部並びに専修学校高等課程の生徒がワクチン接種を受ける場合

を想定したものです。 

 本事務連絡は、現時点の知見に基づき作成したものであり、今後、新たな知見が得られ

た場合には、変更の可能性があり得ます。 

都道府県・指定都市教育委員会におかれては所管の学校（高等課程を置く専修学校を含

み、大学及び高等専門学校を除く。以下同じ。）及び域内の市区町村教育委員会に対して、

都道府県私立学校主管部課におかれては所轄の学校法人等を通じて、その設置する学校に

対して、国公立大学法人におかれてはその設置する附属学校に対して、文部科学大臣所轄

新型コロナウイルス感染症に係る予防接種を生徒に対して集団で実施

することについての考え方及び留意点等を取りまとめましたので、その

内容をお知らせします。 



学校法人におかれてはその設置する学校に対して、構造改革特別区域法（平成 14年法律第

189号）第 12条第１項の認定を受けた地方公共団体の学校設置会社担当課におかれては所

轄の学校設置会社及び学校に対して周知されるようにお願いします。 

 

記 

 

１．学校集団接種に関する考え方 

 新型コロナワクチンの接種については、医療機関等における個別接種及び市町村が特設

会場を設けて行う集団接種が想定されています。 

 生徒へのワクチン接種を学校集団接種によって行うことは、その実施方法によっては、

保護者への説明の機会が乏しくなる、接種への個々の意向が必ずしも尊重されず同調圧力

を生みがちである、接種後にみられた体調不良に対するきめ細かな対応が難しいといった

制約があることから、現時点で推奨するものではありません。 

ただし、個別接種の体制の確保が困難である場合など、特に地域の事情により、ワクチ

ンの接種主体である市町村の判断において、学校集団接種を行う必要がある場合には、以

下の点に十分留意し、適切な対策を講じる場合に限り、実施することができます。 

（１）生徒及び保護者への情報提供及び同意に関して留意すべき点 

  ・ 生徒及び保護者が自ら接種の判断ができるよう、ワクチンの効果や副反応につい

ての説明、接種に関する相談先の周知を行うことが重要であるため、市町村は、生

徒及び保護者に対する丁寧な情報提供や方法の工夫を行うこと。その際、市町村等 

   の相談窓口を設ける等の方法で、ワクチンに関する質問等にも対応すること。 

 

 ・ 特に、16歳未満の生徒にワクチン接種を行うに当たっては、市町村は、保護者に

丁寧な情報提供を行い、保護者の同意を得ることが求められること。 

 

（参考）保護者の同意や同伴の取扱いについて 

16歳未満への予防接種を実施する場合は、原則、保護者の同伴が必要です。ただし、中学生以上の被

接種者に限り、当日の受付時に、接種することについての保護者の同意を予診票上の保護者自署欄にて

確認できたときは、保護者の同伴を要しないとすることができます。なお、12 歳の小学生については、

引き続き、保護者の同伴が必要です（「新型コロナウイルス感染症に係る予防接種の実施に関する手引

き（3.1版）」）。 

 

・ 新型コロナワクチンの接種を受ける又は受けないことによって、差別やいじめな

どが起きることのないよう、学校においては、 

・ ワクチンの接種は強制ではないこと 

・ 周囲にワクチンの接種を強制してはいけないこと 

・ 身体的な理由や様々な理由によってワクチンを接種することができない人や接

種を望まない人もいること。また、その判断は尊重されるべきであること 

などを生徒に指導し、保護者に対しても理解を求めること。 

 



  ・ 市町村は、ワクチンの接種に伴う差別やいじめなどについての相談窓口を設ける

こと。 

 

（２）接種が事実上の強制とならないために留意すべき点 

  ・ 市町村は、授業中など教育活動を実施している時間帯に、学校集団接種を行わな

いこと。 

 

・ 市町村は、学校集団接種を実施するに当たっては、接種を希望しない生徒へ配慮

する観点から、放課後や休日、長期休業期間等に設定するなど、生徒が接種の判断

を行うに当たっての心理的負担を軽減する工夫を行うこと。 

 

・ 接種の強制につながることのないよう、市町村や学校等においては、生徒の行事

への参加等に際して、ワクチンの接種等の条件を付さないこと。 

 

（３）集団接種に対応できる体制の整備 

  ・ 市町村は、地域の医師会や医療機関等と連携し、集団接種の対象となる生徒数に

応じた適切な体制を整備する必要があること。特に、接種後の経過観察、副反応や

有害事象が出た場合の応急対応や連絡の体制、救急体制については万全を期すこと。

また、予診票の確認、ワクチンの希釈・充填にも適切な人員を確保する必要がある

こと。 

 

・ 多数の生徒への接種体制を確保するには、単に学校医を招聘するだけでなく、医

師以外の医療従事者の確保、救急医薬品の確保等を含め、適切な体制を整備する必

要があること。 

 

・ 学校集団接種を行う学校の教職員が、予診票の配布等を行うことも考えられるが、

集団接種に関して、どのような業務に関わるのか、事前に明確にしておく必要があ

ること。ただし、学校運営に過度な負担が生じ、教育活動の実施に支障が生じるよ

うな業務の実施は、教職員に対して求めないこと。 

 

  ・ 生徒の接種については、大人の接種の進捗状況をみながら行われるものであり、

学校集団接種を行う際に、市町村長の判断により、未接種の教職員の接種機会の確

保についても配慮すること。 

 

（４）予防接種ストレス関連反応への対応 

  ・ ワクチンの接種前後に生ずる不安、恐れなどのストレスをきっかけに、接種時の

急性ストレス反応（特に血管迷走神経反応）に代表される、予防接種ストレス関連

反応と呼ばれる反応が生じることがあること。 

 

  ・ これらの反応は、特に、思春期に発生しやすく、周囲の生徒の様子などの影響を



受けてその場にいる生徒に連鎖して生じることもあるため、生徒が落ち着いた雰囲

気で接種が進められる環境を整備するとともに、万一に備えた体制を整えておくこ

とが必要であること。 

 

２．新型コロナワクチンの接種に伴う出欠等の取扱い 

（１）児童生徒が医療機関等においてワクチン接種を受ける場合の出欠の取扱い 

児童生徒が医療機関等でワクチンの接種を受ける場合の取扱いについては、例えば、期

日や場所の選択が困難であり、かつ、接種場所までの移動に長時間を要する場合等に、校

長が「非常変災等生徒又は保護者の責任に帰すことのできない事由で欠席した場合などで、

校長が出席しなくてもよいと認めた場合」に該当すると判断し、指導要録上「出席停止・

忌引き等の日数」として記録することで欠席としないなどの柔軟な取扱いをすることも可

能です。 

 

（２）副反応が出た場合の児童生徒の出欠の取扱い 

副反応であるかに関わらず、接種後、児童生徒に発熱等の風邪の症状が見られるときに

は、学校保健安全法第 19 条の規定に基づく出席停止の措置を取ることができます。また、

発熱等の風邪の症状以外があった場合には、児童生徒や保護者から状況を聴取し、校長に

おいて適切に判断いただくよう、お願いいたします。 

 

（参考１）新型コロナワクチンの児童生徒への接種に関する見解について 

令和３年６月 16 日、公益社団法人日本小児科学会予防接種感染症対策委員会、公益社団法人日本小

児科医会から、以下の考え方が示されています。 

○新型コロナワクチン～子どもならびに子どもに接する成人への接種に対する考え方～ 

 URL：http://www.jpeds.or.jp/uploads/files/20210616__corona.pdf 

○12歳以上の小児への新型コロナウイルスワクチン接種についての提言 

 URL：https://www.jpa-web.org/dcms_media/other/Recommendation.21-06-16.pdf 

 

（参考２）予防接種ストレス関連反応 

 予防接種ストレス関連反応は、世界保健機関（WHO）の専門家会議で提唱されたものであり、WHO は、

2019年 12月にマニュアルを公表しています。 

 URL：https://www.who.int/publications/i/item/978-92-4-151594-8 

 血管迷走神経反応は、ワクチン注射への恐怖心や不安感、あるいは痛みが原因で、気分が悪くなった

り、気を失って倒れたりすることです。ワクチン接種の会場では、血管迷走神経反応やアナフィラキシ

ーの発生に備えて、接種後の体制を整えてください。 

 

 ＜本件連絡先＞ 
文部科学省 
初等中等教育局 健康教育・食育課 ０３－５２５３－４１１１（内２９１８） 

   
厚生労働省 
  健康局 健康課 予防接種室 ０３－５２５３－１１１１（内２３８８） 

http://www.jpeds.or.jp/uploads/files/20210616__corona.pdf
https://www.jpa-web.org/dcms_media/other/Recommendation.21-06-16.pdf
https://www.who.int/publications/i/item/978-92-4-151594-8

